
- 1 - 

新潟市老人憩の家小針荘 
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１ 施設の概要                                   

施設名 老人憩の家小針荘 

所在地 新潟市西区小針４丁目５番４１号 

設置条例 新潟市老人憩の家条例 

設置年月 昭和５４年３月１日（一部平成７年増設） 

設置目的 老人の健康を保持し、その福祉の増進を図るため 

施設規模 
構造 木造瓦葺平屋建 

延床面積 ２９５．３８㎡ 

施設内容 

大広間（和室30畳）、ワークルーム（和室12帖）、 

中広間（和室24畳）、浴室・脱衣室（男女各１）、 

トイレ（男女各１）、事務室（台所付属）、機械室、 

サンルーム 

利用料金 

入浴施設を利用する者から利用料金を徴収 

１回100円、定期利用券（１か月券500円、６か月券3,000円、

１年券を5,000円） 

特記事項 駐車スペースなし 

２ 利用時間及び休所日                               

(1) 利用時間 

午前９時から午後４時３０分まで（入浴時間 午前１１時から午後３時まで） 

(2) 休所日 

① 月曜日 

② 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する国民の休日 

（その日が月曜日にあたるときは、その翌日も含む） 

③ １月２日及び３日、８月１３日から同月１５日まで並びに１２月２９日から同月 

３１日まで 

※ ただし、市長が特に必要があると認める場合は、臨時にこれを変更すること

ができる。 

３ 施設管理に関する条例等                             

新潟市老人憩の家条例（昭和40年新潟市条例第27号） 

新潟市老人憩の家条例施行規則（昭和52年新潟市規則第52号） 
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４ 指定管理者が行う業務（詳細は業務仕様書参照）                  

(1) 施設の利用の許可に関する業務 

(2) 入浴施設の利用料金徴収及びその管理・執行に関する業務 

(3) 施設及び設備の維持管理に関する業務 

(4) 外構植栽管理業務 

(5) その他の業務 

① 事業計画書及び収支予算書の作成に関する業務 

② 事業報告書（日、月、年報等）の作成に関する業務 

③ 防災・危機管理等に関する業務 

④ 自主事業に関する業務（利用促進・地域との交流等） 

⑤ 次期指定管理者への引継ぎ業務 

⑥ その他日常業務の調整 

５ 指定予定期間                                  

平成３０年１１月１日から平成３３年３月３１日まで（２年５か月間） 

６ 指定管理料（委託料）の取扱い                         

５ 指定管理料 

(1) 指定管理料の支払い 

指定管理に係る委託料は、会計年度（４月１日から翌年３月３１日）ごとに指定管

理者の請求に基づき四半期に分割して支払います。 

なお、支払い時期や金額、方法等は会計年度ごとに協定にて定めます。 

(2) 管理口座 

指定管理料及び利用料金は、団体自体の口座とは別の口座で管理し、それぞれ区分

して整理してください。 

(3) 市が支払う指定管理料に含まれるもの 

① 人件費（労災保険料を含む） 

② 管理費（光熱水費、役務費（電話料等）、施設保守委託料等） 

③ 事務費（消耗品費等） 

(4) 収入として見込まれるもの 

① 指定管理料 

② 利用料金収入 

③ 指定管理者独自の申請による補助金・助成金、その他の外部資金 
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７ 自主事業の取扱い                                

指定管理者は、指定管理業務の範囲内で指定管理者の責任及び費用負担で施設を活用し、

自主事業（利用促進・地域との交流等）を実施することができます。 

自主事業に係る収支は指定管理者に帰属するため、指定管理業務とは経費を分けて管理

し、実施状況及び収支結果は市へ報告してください。 

８ 申請資格                                    

(1) 新潟市内に本社、支社、営業所など事業所を有する法人その他の団体（以下「団体」

という。）が応募できます。個人は応募することができません。また次に該当する団

体は応募することはできません。 

① 地方自治法施行令167条の4第2項（昭和22年政令第16号）の規定により、一般競争

入札等の参加を制限されているもの。 

② 地方自治法第244条の2第11項（昭和22年政令第16号）の規定により、過去に本市

又は他の地方公共団体から指定を取り消されてから５年を経過しないもの。 

③ 国・県・市に納めるべき税金等を滞納しているもの。 

④ 本業務を円滑に遂行できる、安定的かつ健全な財務能力を有しないもの。 

⑤ 指定管理者申請者評価会議の委員が、当該団体の役員等をしているもの。 

⑥ 地方自治法第92条の2（議員の兼業禁止）、第142条（長の兼業禁止）、第166条（副

市長の兼業禁止）、第180条の5（委員会の委員及び委員の兼業禁止）の規定に該

当するもの。 

⑦ 団体及びその役員等（法人である場合にはその役員、その支店又は営業所の代表

者その他これらの同等の責任を有する者をいう。以下同じ）が暴力団（新潟市暴

力団排除条例（平成24年新潟市条例第61条）第2条第2項に規定する暴力団をいう。

以下同じ。）又は暴力団員（同条第3号に規定する暴力団員をいう。）以下の同じ。）

であるもの。 

⑧ 暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与しているもの。 

⑨ 役員等が、自己、その属する団体若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第

三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用しているもの。 

⑩ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等

直接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与しているもの。 

⑪ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有するもの。 

(2) グループ（共同事業体）での応募について 

① 複数の団体がグループを構成して応募する場合（以下「グループ応募」という。）
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は、代表団体を定めてください。この場合、代表団体は、新潟市に事業所等を有

する団体で、グループにおける責任割合が最大であることが必要です。 

② 単独で応募した団体は、グループ応募の構成員となることはできません。 

③ 同時に複数のグループ応募の構成員となることはできません。 

④ 代表団体及び構成団体の変更は、原則として認めません。 

⑤ 本市及び利用者等に対する責任については、グループの全ての参加団体が負いま

す。 

８ 提出書類 

９ 提出書類                                    

(1) 提出内容 

以下の書類を作成し、提出してください 

① 指定管理者申請書【様式１】 

② 共同事業体協定書兼委任状【様式２】 ※共同事業体の申請の場合 

③ 団体の概要【様式３】※パンフレット等がある場合は添付してください。 

④ 暴力団等の排除に関する誓約書兼同意書【様式４】 

⑤ 名簿（役員等一覧表）【様式５】（提出された名簿は、暴力団排除の観点から新

潟県警察本部へ照会します。） 

⑥ 定款、寄付行為、規約等（法人以外の団体にあたっては、これらに類する書類） 

⑦ 法人登記事項証明書（応募申込３か月以内に発行されたもの）※法人の場合 

⑧ 団体の現在の組織、人事体制を示す人事労務関係の書類（就業規則、給与規定等） 

⑨ 当該団体の事業計画書、収支予算書（指定申請日提出日の属する事業年度のもの） 

⑩ 当該団体の事業報告書及び収支決算書（貸借対照表、損益計算書等で指定申請書

提出日の属する事業年度の前事業年度のもの） 

⑪ 国・新潟県・新潟市へ納めるべき税等の納付済を証明する書類 

⑫ 欠格事項に該当しない旨の誓約書【様式６】 

⑬ 事業計画書【様式７】 

⑭ 収支計画書【様式８】 

⑮ 公開プレゼンテーション資料【任意様式】 

 (2) 提出方法 

① 提出書類の体裁 

提出書類は以下に記す体裁を整えてください。 

・各書類は、原則としてＡ４版で提出してください。 

ただし、パンフレットなど、Ａ４版で提出ができないものがある場合には、Ａ４

サイズに折り込んで提出してください。 

・提出にあたっては、各書類を（1）に記載の①～⑮の順番に並べ、ファイルやバ
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インダー等に綴ってください。（公開プレゼンテーション資料はファイルに綴じ

ずに提出ください。） 

・ファイルやバインダー等のおもて表紙及び背表紙には、シール等で「新潟市老人

憩の家小針荘 指定管理者申請者 ≪団体名≫」と記載してください。 

② 部数 

提出書類は１０部作成し、１部を正本、９部を副本（写し）として提出ください。 

１０ 評価項目（選定基準）

別紙１「指定管理者選定基準・評価項目」のとおり。 

10 説明会、質疑等 

１１ 募集説明会・施設見学会・質問等

【留意点】 

指定管理者公募の趣旨、目的、業務内容を正確に理解していただくため、募集説明会及

び施設見学会を以下のとおり開催します。申請は、募集説明会及び施設見学会に参加した

団体からのみの受け付けとなりますので、応募予定の団体は必ず出席をお願いします。 

 (1) 募集説明会及び施設見学会 

○ 開催日時  平成３０年４月２３日（月） 

○ 開催場所  老人憩の家小針荘 

○ 参加人数  各団体２人以内 

○ 申込方法  募集説明会兼施設見学会参加申込書【様式９】を西区役所健康福祉 

課あてに電子メール（kenko.w@city.niigata.lg.jp）又はＦＡＸ

（025-269-1670）で送付してください。 

○ 申込期限  平成３０年４月２０日（金） 

(2) 募集に関する質問の受付 

○ 受付期間  平成３０年４月２４日（火）から５月１日（火）午後５時まで 

○ 受付方法  質疑事項提出書【様式10】を、西区役所健康福祉課に電子メール 

（kenko.w@city.niigata.lg.jp）又はＦＡＸ（025-269-1670）で 

送付してください。 

（3）募集要項に関する質問の回答 

募集要項に関する質問と回答については、平成３０年５月１０日（水）までに電子

メール又はＦＡＸで送付します。また、市ホームページ上にも掲載します。なお、質

問に対する回答は、本要項の追加又は修正とみなします。 
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１２ 申請書類の受付                                

(1) 受付期間  平成３０年５月１４日（月）～５月２１日（月）【厳守】 

※ 各日午前８時３０分から午後５時まで 

(2) 提出方法  持参にて提出してください。 

※ 郵送、ＦＡＸ、電子メール等による提出では受け付けません。 

(3) 提 出 先  西区役所健康福祉課高齢介護係 

(4) 留意事項  提出書類については、上記９（2）記載の体裁を整えてください。 

１３ 指定管理者の候補者の選定                          

(1) 申請書類の確認 

申請者から提出された申請書類について、市で確認します。 

(2) 指定管理者申請者評価会議（以下「評価会議」という。）の開催 

① 申請者による公開プレゼンテーション及びヒアリング 

② 外部評価委員による評価項目に対する採点及び意見交換 

※ 開催日時【平成３０年６月中旬を予定】 

開催場所等の詳細は、申請書類を提出した申請者に連絡します。 

(3) 選定方法 

① 外部の有識者により構成された評価会議を開催し、申請者による公開プレゼンテー

ション及び公開ヒアリングを実施します。 

② プレゼンテーション及びヒアリング終了後、評価会議において、上記１０で示した

評価項目に基づき評価します。 

③ 評価会議による評価及び意見聴取を基に、市として指定管理者の候補者及び次点候

補者を選定（審査の結果、該当者なしとする場合もあります。）します。 

１４ 選定結果の通知及び指定手続等                         

(1) 選定結果の通知及び公表 

選定結果は、申請書類を提出した申請者に対して速やかに通知します。 

また、選定の経過及び結果は、指定管理者候補者として選定した後、市ホームペー

ジへの掲載等により公表します。 

(2) 指定管理者の指定 

候補者を指定管理者として指定する議案を市議会９月定例会に上程し、議決後、指

定管理者として指定します。 

(3) 業務引継ぎ 

指定管理者の指定は、市議会において、指定管理者の指定が議決された後となりま
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すが、指定管理者選定結果通知書受領後、速やかに業務の引継ぎ及び現場研修等を行

っていただきます。 

(4) その他 

市議会の議決を経るまでの間に指定管理者に指定することが著しく不適当と認めら

れる事情が生じたときは、指定管理者に指定しないことがあります。 

なお、市議会の議決が得られなかった場合及び否決された場合においても、当該老

人憩の家に係る業務及び準備のために支出した費用等については、一切補償いたしま

せん。 

１５ 協定の締結                                  

(1) 基本的な考え方 

議会の議決を経て、候補者を指定管理者に指定するとともに、協定を締結します。

なお、協定書の発効は当該年度１１月１日とします。 

(2) 協定内容（予定） 

・ 目 的 

・ 管理の基本方針 

・ 用語の定義 

・ 対象施設 

・ 協定期間 

・ 管理業務の範囲 

・ 市が行う業務の範囲 

・ 業務範囲の変更 

・ 管理業務の実施 

・ 再委託の禁止 

・ 権利・義務譲渡の禁止 

・ 管理施設の改修等 

・ 緊急時の対応 

・ 情報管理 

・ 情報公開 

・ 事業計画書 

・ 事業遂行の記録等 

・ 利用者アンケートの実施 

・ 事業報告書 

・ 市による業務実施状況の確認 

・ 市による業務の改善勧告 

・ その他の指定管理者への指示 
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・ 指定の取り消し 

・ 利用料金収入の取扱い 

・ 利用料金の決定 

・ 指定管理料の支払い 

・ 損害賠償等 

・ 第三者への賠償 

・ 保険 

・ リスク分担 

・ 不可抗力発生時の対応 

・ 不可抗力により発生した費用等の負担 

・ 不可抗力による一部業務実施の免除 

・ 暴力団等の排除 

・ 業務の引継ぎ等 

・ 原状復帰義務 

・ 備品 

・ 消耗品 

・ 備品等の扱い 

・ 本業務の実施に係る指定管理者の口座 

・ 請求、通知等の様式その他 

・ 協定の変更 

・ 解釈 

・ 疑義についての協議 

・ 裁判管轄 

１６ 賠償責任と保険加入                              

指定管理者の責めに帰すべき事由により損害が生じた場合は、指定管理者に損害賠償義

務が生じることから、原則として指定管理者は、施設利用者等の身体・財物に対する損害

賠償責任保険へ加入してください。 

１７ リスクへの対応負担                             

指定期間内における主なリスクについては、運営管理上のリスク負担表（別紙４）の負

担区分によるものとし、それ以外のリスク負担については別途協議を行い決定します。 

15 災害発生時の対応 
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１８ 災害発生時の対応                              

施設において、緊急事態が発生した場合は、利用者及び近隣住民の安全確保を最優先と

し、被害、損害を最小限に抑えるため、事前に危機管理マニュアルを作成し、日常的に避

難誘導訓練等の対応を行ってください。 

また、災害が発生し、市長が施設をその対策のために使用することを決定した場合は、

指定管理者は市長の指示に従い、当該災害等の対策に関する業務に協力してください。 

１９ モニタリングによる業務実績評価                       

(1) 事業報告書の提出 

指定管理者は事業報告（月次、年間等）を作成し、市に提出します。書式は、市と

指定管理者で協議の上、定めるものとします。 

(2) アンケート等の実施 

指定管理者は、施設利用者の利便性の向上等を図る観点から、アンケート等により、

施設利用者の意見、苦情等を聴取し、その結果及び業務改善への反映状況について市

に報告するものとします。 

(3) 市が行うモニタリングに関する事項（目標管理型評価書等） 

市は、指定期間中に、業務内容、成果を把握し、市民サービスの向上に努めるため、

指定管理業務について、目標管理型評価書によるモニタリングを行います。評価項

目・評価指標は、別紙５「公の施設目標管理型評価書」のとおりですが、指定後、協

議により、毎年度の評価項目と評価指標を協定締結の際に定めます。 

なお、業務遂行状況の確認と評価の実施後、指定管理者の業務が業務仕様書等に定

められた基準を満たしていないと判断した場合、市は指定管理者が必要な改善措置を

講じるよう、通知や是正勧告を行います。それでも改善が見られない場合、指定を取

り消すことがあります。

(4) 帳簿書類等の提出要求 

 市監査委員等が監査するため必要があると認める場合、指定管理者に対して帳簿書

類、その他の記録の提出を求めることがあります。 

２０ 遵守すべき関係法令等（主なもの）                      

(1) 地方自治法（昭和22年法律第67号） 

(2) 老人福祉法（昭和38年法律第133号） 

(3) 新潟市老人憩の家条例（昭和40年新潟市条例第27号） 

(4) 新潟市老人憩の家条例施行規則（昭和52年新潟市規則第52号） 

(5) 新潟市老人福祉センター条例施行規則（平成17年新潟市規則第70号） 
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(6) 個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号） 

(7) 新潟市個人情報保護条例（平成13 年新潟市条例第4号） 

(8) 新潟市個人情報保護条例施行規則（平成13年新潟市規則第32号） 

(9) 新潟市障がいのある人もない人も共に生きるまちづくり条例（平成27年新潟市条例第

49号） 

(10) 新潟市暴力団排除条例（平成24年新潟市条例第61号） 

(11) 労働関係法令（労働基準法など） 

(12) 新潟県公衆浴場の設置場所の配置及び衛生措置の基準等に関する条例（昭和51 年新潟

県条例第34号） 

(13) 公衆浴場における衛生等管理要領等の改正について（平成15年厚生労働省健康局長通

知） 

(14) レジオネラ症を予防するために必要な措置に関する技術上の指針につい（平成15 年厚

生労働省告示第264号） 

(15) 循環式浴槽におけるレジオネラ症防止対策マニュアルについて（平成13年厚生労働省

健康局生活衛生課長通知） 

(16) 施設及び設備の維持保全関係法令（建築基準法、消防法など） 

(17) その他運営に適用される法令 

２１ 業務引継ぎ                                  

・指定期間開始までに、円滑かつ支障なく業務を遂行できるよう、研修として職員を施設

に派遣するなど、現指定管理者と十分な引き継ぎを行うものとします。 

・引継ぎに際しては、随時必要に応じて市が立ち会いますが、引継ぎに係る費用について、

市の支出はありません。 

・引継ぎの方法等詳細については、現指定管理者と協議の上、決定するものとし、引継ぎ

が完了した際には、その旨を示す書面を取り交わすものとします。 

・指定期間終了時には、次期指定管理者に対して、円滑かつ支障なく、施設の業務を遂行

できるよう、同様に業務の引継ぎを行うものとします。 

２２ その他                                     

(1) 指定管理者の責めに帰すべき事由により、業務の継続が困難になった場合、市は指定

を取り消すことができるものとします。その場合、市に生じた損害は、指定管理者が

賠償するものとします。 

(2) 不可抗力等、市及び指定管理者双方の責めに帰すことができない事由により、業務の

継続が困難となった場合は、事業継続の可否について協議するものとします。 
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２３ 注意事項                                    

（1）申請者は、申請書の提出をもって、本要項の記載事項を承諾したものとみなします。 

（2）申請に関して必要となる一切の費用は、申請者の負担とします。 

(3) 申請者は、評価会議の委員に対して、本件申請についての接触を禁じます。 

（4）提出された書類の内容の変更又は書類の追加はできません。（軽微なものを除く。） 

（5）市が必要と認める場合は、追加して書類の提出を求めることがあります。 

（6）申請者の提出する書類の著作権は、申請者に帰属します。本市は申請者の提出書類

の全部又は一部を無償使用できるものとします。 

（7）申請書類は、理由の如何を問わず返却しません。 

（8）申請書類は、情報公開請求対象文書となります。 

（9）申請書類の内容については、必要に応じ関係機関へ照会する場合があります。 

（10）選定結果の公表に際して、申請者名及び採点結果を公表します。 

（11）申請団体等の職員以外の者が以下の行為を行うこと禁じます。 

   ①募集説明会及び施設見学会への代理出席 

  ②評価会議のプレゼンテーション及び公開ヒアリングへの出席 

（12）施設の管理にあたり、指定管理者が事業所税等の納税義務を負う場合があります。 

（13）書類提出後に応募を辞退する場合は、辞退届【様式11】を提出してください。 

２４ 提出先・問い合わせ先                              

新潟市役所 西区役所健康福祉課高齢介護係 

 〒９５０－２０９７ 

    新潟市西区寺尾東３丁目１４番４１号 

     電 話：０２５－２６４－７３３０（直通） 

ファックス：０２５－２６９－１６７０ 

     電子メールアドレス：kenko.w@city.niigata.lg.jp 

     担   当: 土沼（全般） 

大桃（施設担当） 


